
第１節 環境影響評価の推進

１ 環境影響評価の現況

環境影響評価は、土地の形状の変更、工作物
の新設その他これらに類する事業を行う事業者
が、その事業の実施に当たりあらかじめその事
業に係る環境への影響について自ら適正に調査
・予測・評価を行い、その結果に基づき、その
事業に係る環境の保全について適正に配慮しよ
うとするものである。環境影響評価の制度とし
ては、平成９年６月に「環境影響評価法」を公
布、平成１１年６月に全面施行され、本県におい
ても、平成１１年３月に「大分県環境影響評価条
例」を制定、同年９月から全面施行し、規模が
大きく環境に大きな影響を及ぼすおそれがある
事業等を対象に法又は条例に基づく手続きが実
施されている。
また、県では、法又は条例の対象とならない

比較的小規模な事業等であって、県が主体とな
る開発事業を対象に「大分県環境配慮推進要
綱」を制定し、自主的な環境配慮を進めている。

２ 本県における環境影響評価の実施状況

本県において、平成１５年度中に指導・審査を
行った実績は、表６－１－２ａのとおり７件で、
そのうち終了３件、手続中４件であり、条例の
対象となった事業の審査が１件あった。
また、昭和４９年以降、県が環境影響評価につ
いて審査を終了した開発事業等の件数は、表６
－１－２ｂのとおり合計で２４１件、実施主体別
では県が最も多く、次いで市町村の順となって
いる。開発事業別には、公有水面埋立てが最も
多く、平成１５年度までの審査終了件数が１５３件
と、全体の６３％を占めている。

№ 事 業 名 事業主体 規 模 備 考

１ （仮称）し尿・浄化槽汚泥高度処理施設建設
中津下毛広域市
町村圏事務組合

処理能力
１８０�／日

実施計画書受理

№ 事 業 名 事業主体 規 模 備 考
１ 長田漁港公有水面埋立用途変更 上 浦 町 １．３ha ★
２ 森川砂防工 県 約５００m 環境配慮調書受理※
３ 久木野尾川農業用ダム 県 ５．８ha 環境配慮調書受理※
４ 臼杵港下り松公有水面埋立 県 約２．９ha 環境配慮調書受理※
５ 大分都市計画市街化区域等の変更 県 － ★

６
別府国際観光温泉文化都市計画市街化区域等
の変更

県 － ★
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表６－１－２ａ 平成１５年度環境影響評価指導審査実績
○条例対象事業 （平成１６年３月３１日現在）

○その他の事業（★：平成１５年度審査済）

※大分県環境配慮推進要綱に基づくもの
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開 発
事業等

開発保全
整備計画 港湾計画 公有水面埋立 電源

立地 道路 農 村
工業導入 都市計画 土地造成 住宅団地

廃棄物
処 理
施 設

ゴル
フ場

リゾー
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計
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第２節 普及啓発の推進

１ 啓発活動の実施状況

環境問題は、県民、事業者、行政がそれぞれ
の立場から環境保全に向けた取組を主体的に推
進するようになってはじめて解決しうるもので
ある。そうした中、近年、環境問題に対する県
民の関心も高まりを見せ、これまでの公害の防
止や自然環境の保全といった観点から、安らぎ
や潤いのある快適な生活環境を創出するといっ
た観点にその指向が向きつつあり、県下各地で
環境ＮＰＯやボランティア団体が主導する各般
の環境保全活動が盛んに行われているところで
ある。
県では、県民の自主的な環境保全活動を支援

するとともにその活動が一層発展するよう促す
ため、また、より広範な環境保全思想の浸透を
図るために、各種の啓発活動を実施している。
なお、平成１５年度に県が実施した啓発活動の
実施状況は表６－２－１のとおりである。

２ 環境月間行事の実施状況

１９７２年（昭和４７年）６月にストックホルムで
開催された国連人間環境会議において、人間環

境の保全と改善を世界共通の努力目標とする
「人間環境宣言」が採択されたが、この会議に
おいて日本は毎年６月５日からの１週間を「世
界環境週間」とすることを提唱（大石武一環境
庁長官の演説）した。国連ではこれを受けて、
毎年６月５日を「世界環境デー」と定めた。我
が国では、環境庁の主唱により、昭和４８年から
毎年６月５日を初日とする１週間を「環境週
間」と定め、国民一人ひとりがよりよい環境づ
くりに向けて認識を新たにするよう全国的な運
動が展開されていたが、平成３年からは、これ
まで以上に環境保全に関する国民の責務と自覚
を促すため、従来の環境週間の幅を拡大して、
６月の１ヶ月間を「環境月間」として国や、都
道府県、市町村、民間団体などにより各種啓発
事業に取り組むこととなった。
また、平成５年１１月に制定された環境基本法
において、事業者及び国民の間に広く環境の保
全についての関心と理解を深めるとともに、積
極的に環境の保全に関する活動を行う意欲を高
めるため、６月５日が「環境の日」と定められ、
国及び地方公共団体はその趣旨にふさわしい事
業を実施するよう努めることとされた。
県が主体となった環境月間行事の実施状況は
表６－２－２のとおりである。
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行 事 名 実施期間 場所 内 容
平成１５年環境月間
（６月５日環境の日）

６月１日
～６月３０日

県 下
詳細は表６－２－２を参照。

（生活環境課）
瀬戸内海環境保全月
間

６月１日
～６月３０日

県 下
期間中（社）瀬戸内海保全協会作成の啓発用ポスターを市町村
・保健所等へ配布し意識の高揚を行った。 （環境管理課）

河川愛護月間
７月１日

～７月３１日
県 下

期間中河川周辺のごみ拾いや雑草刈りを実施した。また、啓
発活動用パンフレットやポスターを市町村等へ配布し河川愛
護思想の高揚を図った。 （河川課）

海岸愛護月間
７月１日

～７月３１日
県 下

期間中海岸の清掃を実施し国土交通省の作成した「海岸愛護
ポスター」を市町村・土木事務所へ配布した。 （河川課）

九州各県空きかん散
乱防止対策統一キャ
ンペーン

７月１日
～８月３１日

県 下
期間中ラジオスポットによる広報活動や統一美化マークを刷
り込んだポスターの作成掲示等により空き缶散乱防止を集中
的に呼びかけた。 （廃棄物対策課）

自然に親しむ運動月
間

７月２１日
～８月３１日

県 下
自然観察会が開催され、自然環境思想の高揚が図られた。

（生活環境課）

道路ふれあい月間
（８月１０日道の日）

８月１日
～８月３１日

県 下
期間中道路の草刈、側溝掃除、空き缶拾い等を実施した。ま
た、啓発用ポスター・チラシを市町村等に配布するとともに、
広報誌を通じて道路愛護の思想の高揚を図った。 （道路課）

第２５回大分県文化財
愛護少年団のつどい

８月２０日 臼杵市

臼杵市中央公民館及び国宝・特別史跡臼杵磨崖仏で開催した。
午前中は参加団体による、活動報告や活動優良団体の表彰、
午後は臼杵磨崖仏の見学及び清掃奉仕活動を行い、文化財愛
護思想の高揚を図った。 （文化課）

第４３回全国下水道促
進デー
（９月１０日下水道の日）

９月１日
～９月２０日

大分市
下水道に関する県民の理解と関心を深め、その普及と十分な
活動を促進するため、横断幕を設置し、意識の高揚を図った。

（公園下水道課）

マイ・バッグ・キャ
ンペーン

１０月１日
～１０月３１日

県 下

買い物の際に、買い物袋を持参しレジ袋等を削減することに
よりごみの減量化を推進するために、ポスター・チラシの作
成掲示、ラジオスポットによる広報を行った。また、消費者
から「マイバッグ宣言」を、小売店等事業者から「マイバッ
グキャンペーン協力宣言」を募集し、ホームページで紹介し
た。 （廃棄物対策課）

みどりのまちづくり
推進月間

１０月１日
～１０月３１日

県 下
県民一人ひとりの手で緑化木を植栽し、生活環境の緑化を推
進するため、街頭での緑化苗木の配布を行い、緑化の意識の
高揚を図った。 （森林保全課）

都市緑化月間
１０月１日

～１０月３１日
県 下

都市における緑の保全・創出や、都市公園、街路樹の整備等
を促進し、住民参加による緑豊かな美しい町づくりを展開す
るため、「都市緑化月間」中に、緑に関するイベントとして
苗木等の無料配布を行った。 （公園下水道課）

第５０回文化財保護強
調週間

１１月１日
～１１月７日

県 下
文化財愛護功労者表彰・文化財に関する映画会・講演会・芸
能発表会の開催・文化財めぐり・文化財周辺の清掃活動など
を実施し、文化財愛護思想の普及・高揚を図った。（文化課）

省エネルギー月間
２月１日

～２月２８日
県 下

省資源・省エネルギー県民運動リーダー研修会を開催し、資
源とエネルギーを大切にする意識の高揚を図った。

（生活環境課）

緑化推進強化月間
３月１日

～３月３１日
県 下

期間中県内各地で緑化用苗木の街頭配布を行ったほか新聞、
宣伝幕を掲げ緑化の普及の啓発を図った。 （森林保全課）

表６－２－１ 啓発活動の実施状況 （平成１５年度・大分県実施）

備考：内容欄の（ ）内は所管課

環境保全のための共通的施策の推進

122 大分県環境白書



行 事 名 概 要 （ ）内は主催機関 期 日

エコおおいた推進大会
講演、環境保全功労者の表彰等を行った。

（生活環境課）
６月２３日

第２０回全国都市緑化おおいたフ
ェア生活環境部展示

環境保全啓発パネルに展示、ビデオ上映、環境クイズ
等を実施した。 （生活環境課）

６月１日～２９日
（フェア開催は４月
２８日から）

２００３かおり風景フォーラム in
別府

快適なかおり環境に関する基調講演、分科会、現地視
察などを行った。 （環境管理課）

６月２１日～２２日

交通環境調査
主要交差点における自動車排気ガスによる大気汚染状
況の調査を行った。 （環境管理課）

６月２６日～７月４日

衛生環境研究センター一般公開
研究施設の公開及び小学生を対象とした簡易測定等の
体験学習を指導した。 （衛生環境研究センター）

６月中

消費者団体の研修
消費者団体に対する環境保全に関する講話研修を行っ
た。 （衛生環境研究センター）

６月２７日

廃棄物不法投棄パトロール
廃棄物の不法投棄の監視、発見・除去、適性処理の指
導を行った。 （６保健所）

６月中

浄化槽・貯水槽保守点検業者へ
の立ち入り指導

浄化槽等の適正な維持管理を図ることを目的とした、
浄化槽保守点検業者への立ち入り指導を強化した。

（２保健所）

６月３日～５日、
２６日

環境保全街頭宣伝
環境保全に関する該当啓発活動を実施した。

（臼杵保健所）
６月中

公害パトロール
県下主要企業を対象にした、公害防止の状況等の調査
を行った。 （三重保健所）

６月中

環境パトロール
事業所の環境保全活動の把握、事業者に対しての普及
啓発のための立入監視を実施した。（日田玖珠保健所）

６月１８日

調理師学習会
地域のリサイクルの仕組みを理解してもらうためのリ
サイクル事業の現状の講習会を行った。

（宇佐高田保健所宇佐保健部）
６月１０日

建設リサイクル法に基づくパト
ロール

建設リサイクル法の実効性確保のためのパトロールを
行った。 （宇佐高田保健所高田保健部）

６月２３日～２７日

表６－２－２ 環境月間行事実施状況
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ごみゼロおおいた作戦ホームページ

第３節 環境情報の整備と提供

環境保全施策を総合的・計画的に推進するため
には、環境情報を体系的に整備し、その利用を図
っていくことが必要である。また、事業者や県民、
民間団体等に対する環境教育・学習を積極的に推
進していくことはもちろんのこと、これら各主体
による自発的な環境保全活動の取組を促すため、
環境保全に関するさまざまなニーズに応じた情報
を各主体に正確かつ適切に提供することが不可欠
である。
大分県の環境についての現状や条例及び計画や

施策などの各種の情報については、県開設のホー
ムページ上の「大分県の環境」の枠で提供を行っ
ているが、平成１５年９月より取り組んでいる県民
運動「ごみゼロおおいた作戦」に関しては、それ
専用の枠を新たに設けて情報の提供を行っている。
今後も、自然環境情報や水質・大気の監視デー

タ等について地理情報システムを利用したデータ
ベース化やインターネットを通じた環境情報の提

供など、迅速かつ適切に情報提供が行われるよう
新しいニーズに応じたシステムの構築を図ること
としている。
大分県のホームページ

http://www.pref.oita.jp/
大分県の環境

http://www.pref.oita.jp／１３０００／
ごみゼロおおいた作戦
http://www.pref.oita.jp／１３０００／gomi０／

第４節 調査研究、監視・観測等の推進

１ 衛生環境研究センターの概要

昭和４０年代中頃までの公害関係の試験・研究
は、衛生研究所、工業試験場等で行ってきたが、
複雑多様化する公害事象に対応するため、昭和
４８年３月に大分市曲芳河原団地内の衛生研究所
隣接地に、公害センターが建設された。昭和４８
年４月の機構改革により衛生研究所と統合、公
害衛生センターとして発足した。
平成３年５月には衛生環境研究センターと改

称し、組織改正により管理情報部（管理課、企
画情報課）、化学部、微生物部、大気部、水質
部の５部２課制となった。
また、当センター内でダイオキシン類の分析

を行うため、平成１２年３月に特定化学物質分析
棟を新設し、平成１２年４月の組織改正により、
管理部（管理課）、企画・特定化学物質部、化
学部、微生物部、大気部、水質部の６部１課制
となったが、平成１４年４月から管理部の管理課
が廃止され、６部制となった。
平成１５年２月、大分市高江ニュータウンに新
庁舎が完成し、３月に芳河原台から移転した。
業務は次のとおりである。

� 管理部
◎ センターの運営についての総括

� 企画・特定化学物質部
① 衛生及び環境情報の収集及び解析
② 特定化学物質に関する測定、分析
③ 特定化学物質に関する調査研究
④ 大気汚染監視テレメーターシステムの運
用管理及びデータ解析
⑤ 衛生・環境教育の技術指導の企画調整
⑥ 衛生・環境調査研究業務の広報
⑦ 研修指導及び精度管理の企画調整
⑧ 調査研究等の総合調整

� 化学部
① 食品、食品添加物、残留農薬、合成抗菌
剤、その他規格基準に関する試験検査
② 自然毒に関する試験検査
③ 医薬品、医療用具等の試験検査
④ 衣服、家具等家庭用品の有害物質検査
⑤ 飲料水等の試験検査
⑥ 温泉に関する調査、分析
⑦ 衛生化学に関する調査研究
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⑧ 衛生化学情報の収集及び解析
⑨ 食品衛生検査等に係る業務管理
⑩ 試験検査の研修・指導及び精度管理

� 微生物部
① 感染症、食中毒、結核及び感染症発生動
向調査事業等における病原微生物の検索

② 食品衛生法による食品の微生物学的検査
③ 公共用水域等の汚染指標細菌検査
④ 血液製剤及び医療器具等の無菌試験
⑤ インフルエンザ及び日本脳炎の流行予測
調査

⑥ 感染症の血清学的検査
⑦ 感染症の動態及び疫学に関する調査研究
⑧ 新しい検査法の開発と導入に関する研究
⑨ 微生物情報の収集及び解析
⑩ 微生物学的及び血清学的試験検査技術の
研修・指導及び精度管理

� 大気部
① 浮遊粉じんの調査、分析
② 悪臭物質の調査、分析
③ 有害大気汚染物質の調査、分析
④ 環境放射能の調査、分析
⑤ 一般環境の大気測定調査
⑥ 交通環境の大気測定調査
⑦ 国設酸性雨測定所の管理運営
⑧ 酸性雨の調査研究

⑨ 大気環境情報の収集及び解析
⑩ 試験検査技術の研修・指導及び精度管理

� 水質部
① 河川、海域、湖沼及び地下水等水質汚濁
把握のための調査、分析及び解析
② 排水監視及び未規制汚濁源に係る排水等
の調査、分析
③ 水質汚濁防止対策に係る排水等の調査、
分析
④ 農薬その他未規制物質に係る調査、分析
及び研究
⑤ 水環境の生物学的調査研究
⑥ 廃棄物及び底質の調査、分析
⑦ 水質汚濁に係る環境の調査研究
⑧ 瀬戸内海の底質に関する調査研究
⑨ 水質環境情報の収集及び解析
⑩ 環境ホルモンに関する調査研究
⑪ 試験検査技術の研修・指導及び精度管理

２ 環境保全に関する試験検査の実施状況

平成１５年度における環境保全に関する試験研
究は、資料編９衛生環境研究センター関係資料
表衛生１のとおりであり、調査分析件数は、資
料編９衛生環境研究センター関係資料表衛生
２，３，４のとおりである

第５節 規制的手法の活用

１ 大分県生活環境の保全等に関する条例
の施行状況

平成１２年１２月に施行した大分県生活環境の保
全等に関する条例は、工場・事業場のうち、石
油製品の製造等３０種の作業を「特定作業」と定
め、この特定作業を行う工場等を「特定工場等」
とし、その新増設や施設の変更及びばい煙の排
出等に対して規制を行っている。本条例の規制
基準は、ばい煙、排出水等について定めており、
量規制方法の導入により、一部の項目では法律
より厳しい基準となっている。
平成１６年３月末までの特定工場等の届出の状

況は表２－６－５－１のとおりであり、特定工
場等の総数は１９９事業所となっている。
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２ 公害防止協定締結の現況

公害防止協定は、公害関連法令による措置を
補完し、地域の実情に応じたきめ細かい公害防
止対策を行うためのものであり、県では、資料
編３大気関係資料表大気１０のとおり、現在１１企
業・企業グループとの間で協定を締結し、運用
している。

３ 土地利用対策

国土利用計画法は、国土利用計画及び土地利
用基本計画の策定、土地取引の規制、遊休土地
に関する措置等を規定し、土地の投機的な取引
及び地価の高騰が国民生活に及ぼす弊害を除去
するとともに、乱開発の未然防止と土地の有効
利用の促進を通して、総合的かつ計画的な国土
の利用を図ることを目的としたものである。

� 国土利用計画
国土利用計画（県計画）は、国土利用計画
法に基づく国土利用計画（全国計画）を基本
とし、公共の福祉を優先させ、自然環境の保
全を図りつつ、健康で文化的な生活環境の確
保と県土の均衡ある発展を図ることを基本理
念として、総合的かつ計画的な国土の利用を
確保するための長期の目標を定めるものであ
り、県土の利用に関する行政上の指針となる
ものである。全国計画の改定等に伴い、平成
８年７月に第三次県計画を策定した。
また、全国計画、県計画と併せて国土利用
計画体系を構成する市町村計画については、
昭和５９年度までに全市町村で第一次計画の策
定を完了した。以降、第二次計画を２８市町村
で、第三次計画を７市町で策定しているが、
今後、未改定の市町村に対して改定の指導を
行っていくこととしている。

別表番号 特 定 作 業 の 種 類 特定工場数
１ 石油製品の製造の作業 １
２ 石油化学基礎製品の製造の作業 ５
３ 合成樹脂の製造の製造 ３
４ 合成ゴムの製造の作業 １
５ 合成染料、有機顔料、塗料又は印刷インキの製造の作業
６ 医薬品の製造の作業 ２
７ 農薬の製造の作業 １
８ １から７に掲げる作業以外の有機化学工業製品の製造の作業 ３
９ 化学肥料の製造の作業
１０ 無機顔料の製造の作業
１１ か性ソーダ、塩素又は無機酸の製造の作業 １
１２ １０及び１１に掲げる作業以外の無機化学工業製品の製造の作業 １
１３ コークスの製造の作業 １
１４ 銑鉄、鋼若しくは合金鉄の製造又はこれらの鋳造、塑性加工若しくは熱処理の作業 １
１５ 非鉄金属若しくはその合金の製造又はこれらの鋳造、塑性加工若しくは熱処理の作業 ２
１６ 建設作業、産業用機械その他の一般機械器具の製造の作業
１７ 電気機械器具の製造の作業
１８ 船舶、車両その他の輸送用機械器具の製造の作業
１９ 精密機械器具の製造の作業
２０ 骨材の製造又は加工の作業 １８
２１ セメント又は石灰の製造の作業 ４
２２ 生コンクリートの製造の作業 ９４
２３ その他の土石製品の製造の作業 １
２４ パルプ、紙又は紙加工品の製造の作業 ２
２５ 発電の作業 ７
２６ ガスの製造の作業
２７ 汚水又は廃液の処理の作業 ５
２８ 燃料その他の物の燃焼による熱媒体の加熱又は空気の加温若しくは冷却の作業 １３
２９ 物の表面処理又はめっきの作業 ３１
３０ 炭化水素系物質の受入れ、保管又は出荷の作業 ２

表２－６－５－１
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� 土地利用基本計画
土地利用基本計画は、国土利用計画法第９

条の規定に基づき、国土利用計画（全国計画
及び都道府県計画）を基本として定めるもの
である。この基本計画は、都市計画法、農業
振興地域の整備に関する法律、森林法、自然
公園法、自然環境保全法等（以下「個別規制
法」という。）に基づく土地利用に関する諸計
画の上位計画として、行政部内の総合調整機
能を果たすとともに、土地取引に関しては直

接的に、開発行為に関しては個別規制法を通
じて間接的に規制の基準としての役割を果た
すものである。
土地利用基本計画には、都市地域、農業地
域、森林地域、自然公園地域及び自然保全地
域の五地域区分の表示と、土地利用の調整等
に関する事項が定められており、五地域の指
定状況については、表６－５－３（２）のと
おりである。

� 土地取引の規制
国土利用計画法においては、土地の投機的

取引及び地価の高騰が国民生活に及ぼす弊害
を除去し、適正かつ合理的な土地利用を確保
するため、土地取引について事後届出制及び
注視区域・監視区域制度等の措置が定められ
ている。
本県でも届出について、利用目的の審査を

行い、当該土地取引が周辺地域の適正かつ合
理的な土地利用を図るために著しい支障があ
ると認められるときは、助言・勧告等必要な
措置を講ずることとしている。
また、大規模な開発行為を行う土地につい

ては、平成１１年３月に定めた「大規模土地利
用事前指導要綱」及び、平成２年１１月に定め
た「ゴルフ場の開発事業に関する事前指導要

綱」により、自然環境の保全等に配慮した適
正な開発が行われるよう指導している。

４ 工場立地対策

本県では、「人と自然との共生」「都市と農村
との共生」を基本理念に、従来から地域の実情
に応じた工場誘致を行っている。工場立地に当
たっては、都市計画区域や農業振興地域など地
域の土地利用計画との調整を行い、周辺環境と
の調和を図っている。
一方、工場立地を行う者に対しては、工場立
地法の規定に基づき、工場の生産施設や緑地等
環境施設の面積の割合が定められており、特に、
敷地面積９，０００㎡又は建築面積３，０００㎡を超える
「特定工場」の新設・増設には、県知事への事

年
区分

平成９．３．３１ １０．３．３１ １１．３．３１ １２．３．３１ １３．３．３１ １４．３．３１ １５．３．３１ １６．３．３１
現 在 現 在 現 在 現 在 現 在 現 在 現 在 現 在

五

地

域

都市地域
（１６．４） （１６．４） （１６．４） （１６．４） （１６．４） （１６．４） （１６．４） （１６．４）
１０３，７４８ １０３，７４８ １０３，７４８ １０３，７５１ １０３，７６３ １０３，７６３ １０３，７９７ １０３，８０２

農業地域
（６４．９） （６４．９） （６４．９） （６４．９） （６４．９） （６４．８） （６４．９） （６４．９）
４１１，３７２ ４１１，３７２ ４１１，２１８ ４１１，０１９ ４１１，０４３ ４１０，８８８ ４１１，２１４ ４１１，４１４

森林地域
（７１．５） （７１．４） （７１．４） （７１．４） （７１．４） （７１．３） （７１．３） （７１．３）
４５２，８５２ ４５２，７５９ ４５２，６５７ ４５２，３６６ ４５２，３５０ ４５２，１５０ ４５１，９４１ ４５１，９１８

自然公園
地 域

（２７．６） （２７．６） （２７．６） （２７．６） （２７．６） （２７．６） （２７．６） （２７．６）
１７４，６７６ １７４，６７６ １７４，６７６ １７４，６７６ １７４，６７６ １７４，６７６ １７４，６７６ １７４，６７６

自然保全
地 域

（０．０） （０．０） （０．０） （０．０） （０．０） （０．０） （０．０） （０．０）
１５ １５ １５ １５ １５ １５ １５ １５

五 地 域 計
（１８０．３） （１８０．３） （１８０．２） （１８０．２） （１８０．２） （１８０．１） （１８０．１） （１８０．１）
１，１４２，６６３ １，１４２，５７０ １，１４２，３１４ １，１４１，８２７ １，１４１，８４７ １，１４１，４９２ １，１４１，６４３ １，１４１，８２５

白地地域計
（１．２） （１．２） （１．２） （１．２） （１．２） （１．２） （１．１） （１．１）
７，３４２ ７，３４２ ７，３４２ ７，３４８ ７，３３６ ７，３３９ ７，１１１ ７，０７７

合 計
（１８１．５） （１８１．４） （１８１．４） （１８１．３） （１８１．３） （１８１．３） （１８１．２） （１８１．３）
１，１５０，００５ １，１４９，９１２ １，１４９，６５６ １，１４９，１７５ １，１４９，１８３ １，１４８，８３１ １，１４８，７５４ １，１４８，９０２

県 土 面 積
（１００．０） （１００．０） （１００．０） （１００．０） （１００．０） （１００．０） （１００．０） （１００．０）
６３３，７２７ ６３３，７３６ ６３３，７７０ ６３３，７８５ ６３３，７８５ ６３３，７９７ ６３３，７９７ ６３３，８４１

表６－５－３（２） 五地域の指定状況 （単位：ha，％）

備 考 １ （ ）は、県土面積に対する割合。
２ 各地域に重複している地域があるため、五地域と白地地域の単純合計は、県土面積を超えている。
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前の届出が義務づけられている。県は、この届
出の審査を通じ工場立地法に基づく「工場立地
に関する準則」に適合するよう指導を行い、工
場新設・増設が適正に行われるよう努めている。
工場立地法に基づく特定工場の届出件数、敷

地面積の推移は、図２－６－５－４のとおりで
ある。

５ 環境犯罪の取締り

� 環境犯罪の傾向
県内における環境犯罪は、廃棄物の不法投
棄事犯が殆どである。
各種「リサイクル法」の施行に伴い家電等

を含む家庭排出ゴミの一般廃棄物や産業廃棄
物の不法投棄事犯等が後を絶たず年ごとに悪
質化傾向にある。

� 基本方針及び取締り状況
警察は、「環境犯罪」を自然・生活環境を

破壊する悪質な犯罪として捉え、環境破壊の
拡大防止に向けた強力な取締りを推進してい
る。
特に組織的・計画的な悪質な事犯、暴力団

の関与事犯、行政指導を無視した事犯等に重
点を指向した取締りを行っている。
近年の取締り状況は、表６－５－５のとお

りであり、平成１５年中の検挙事件は主に無許
可業者や排出事業者による産業廃棄物の不法
投棄事犯であるが、中には行政の措置命令を
無視した事犯もある。

年別

検挙

法令別

Ｈ１０年 Ｈ１１年 Ｈ１２年 Ｈ１３年 Ｈ１４年 Ｈ１５年

件
数
人
員
件
数
人
員
件
数
人
員
件
数
人
員
件
数
人
員
件
数
人
員

水質汚濁防止法

瀬 戸 内 法

廃 棄 物 処 理 法 ９１１１０１６ ７２２１０２８１１１９ ７１３

河 川 法

軽犯罪法（騒音）

自 然 公 園 法

森 林 法 １ １ １ １ ２ １

水産資源保護法

合 計 ９１１１１１７ ７２２１１２９１３２０ ７１３

図２－６－５－４ 工場立地法に基づく特定工場の届出件数等の推移

表６－５－５ 環境事犯法令別検挙状況
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第６節 公害防止計画の推進

公害防止計画は、環境基本法第１７条の規定に基
づき、現に公害が著しいか又は著しくなるおそれ
のある地域について環境大臣の指示と同意を受け
て知事が策定する公害防止のための総合的な計画
で、平成１６年４月１日現在、全国３１地域において
計画が策定されている。
本県では、大分地区新産業都市の中核として工

業化が進められた大分市及び佐賀関町が、昭和４６
年に大分地域として指定を受け、昭和４７年度を初
年度とする５か年計画を策定した。
その後昭和６２年１０月には、大分市のみを対象と
した計画延長の指示を受け、主要幹線道路沿道の
騒音対策、都市内中小河川の水質汚濁対策等の都
市・生活型公害対策等を主要課題とする第４次計
画（昭和６３年３月承認）を策定した。
現在は、第７次計画（平成１５年２月同意）に基
づき、各種の事業を推進している。

１ 計画の策定状況

大分地域公害防止計画の策定状況は、表２－
６－６－１のとおりである。

２ 計画の概要

� 計画の目標
７次計画の目標は、大気汚染、水質汚濁、

騒音の各項目ごとに、環境基本法第１６条に基
づき定めた環境基準等としている。

� 計画の主要課題及びその対策

ア 工業地域における大気汚染対策
当地域内において環境基準を達成できて

いない光化学オキシダント、ベンゼン及び
これまでに環境基準の達成状況の低かった
浮遊粒子状物質について、対策を総合的か

つ計画的に推進していく。
また、固定発生源対策として、法や県条
例等に基づく排出基準等の遵守徹底を指導
するとともに、良質燃料の導入や最新の公
害防止技術の導入について指導を実施する。

イ 自動車交通公害対策
当地域内における自動車交通量は年々増
加しており、国道１０号、国道２１０号におい
て自動車排出ガスによる大気汚染及び自動
車交通騒音の防止を図るため、発生源対策、
交通流・交通量対策、道路構造対策等の施
策を実施する。

ウ 河川及び別府湾の水質汚濁対策
環境基準の達成状況が良くない河川が存
在するが、その主な原因は生活排水である。
そのため、合併処理浄化槽等の生活排水処
理施設の整備、生活排水対策の普及啓発等
を行っていく。
また、別府湾については、水質汚濁防止
法に基づく第５次総量削減計画を策定し、
規制対象工場・事業場のＣＯＤ、窒素及び
りんの総量規制基準による規制を実施する
とともに排水基準の適用を受けない小規模
特定事業場及び未規制事業場についても排
水処理などの指導を行う。
さらに、畜産排水対策、農地における農
薬等による負荷量削減対策や、住民に対す
る環境教育、普及啓発等により環境保全の
意識高揚に努める。

３ 公害防止対策事業の推進状況

第７次大分地域公害防止計画は、平成１４年６
月に環境大臣から策定指示があり、翌１５年２月
に同意を得ている。
公害防止計画に基づく公害防止対策事業は、
地方公共団体が主体となって実施するものと事
業者が実施するものとに大別され、第７次計画
における事業経費は、前者が約１，０１８．５億円、
後者が約７５億円と見込まれており、平成１８年度
末までに計画の目標が達成されるよう努め、各
施策等を強力に推進することとしている。

計画次 計画期間 地域の範囲
１次 昭和４７～５１年度 大分市、佐賀関町
２次 昭和５２～５６年度 大分市、佐賀関町
３次 昭和５７～６１年度 大分市、佐賀関町
４次 昭和６２～平成３年度 大分市
５次 平成４～８年度 大分市
６次 平成９～１３年度 大分市
７次 平成１４～１８年度 大分市

表２－６－６－１ 大分地域公害防止計画の策
定状況
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第７節 公害紛争等の適正処理

１ 公害苦情及び紛争の処理

� 公害苦情の現況

ア 公害苦情の総件数
平成１５年度に県及び市町村が新たに直接
受理した公害に関する苦情件数は、７３８件
で、前年度に比べ２２件増加した。
苦情の原因は、大気汚染１７２件（２３．３％）、

悪臭１６４件（２２．３％）、騒音１３０件（１７．６％）、
水質汚濁８５件（１１．５％）等の典型７公害に
含まれるものが５６０件（７５．９％）、それ以外
のものは１７８件（２４．１％）である。大気汚
染は８３件減少したが、悪臭が３４件、廃棄物
の不法投棄等の典型７公害以外が６０件増加
した。
公害苦情の種類別件数の年度毎推移及び

平成１５年度の公害苦情の内訳は、図６－７
－１及び図６－７－２のとおりである。

図６－７－１ 公害苦情件数の推移

図６－７－２ 公害苦情件数の内訳

イ 公害苦情の処理状況
平成１５年度に処理した苦情は、新規処理

７３８件に前年度からの繰り越し分９件を加
えた７４７件で、このうち７２８件（９７．５％）が
受理機関において解決され、翌年度への繰
越件数は１９件となっている。

� 公害苦情・紛争処理の対策
公害紛争処理法（昭和４５年法律第１０８号）
は、公害紛争について、迅速かつ適切な解決
を図ることを目的として制定されたもので、
この法律に基づき、国には公害等調整委員会
が、都道府県には公害審査会が設置され、あ
っせん、調停、仲裁等の方法により紛争の処
理が行われる。
さらに、この法律では、公害紛争の未然防
止の観点から、公害苦情の適切な処理に努め
るべき地方公共団体の責務を明らかにしてお
り、より地域に密着した公害苦情、紛争の処
理を実現している。

ア 公害審査会
公害紛争処理法に基づき、県では、大分
県公害紛争処理条例（昭和４５年大分県条例
第３８号）を制定し、昭和４５年１１月に大分県
公害審査会を設置した。
審査会は、法律、公衆衛生、産業技術等
の学識経験者１０名から構成され、委員の任
期は３年である。公害紛争が生じた場合、
紛争当事者からの申請により、あっせん、
調停及び仲裁を行う。
なお、本年度までに係属した事件は、ゴ
ルフ場農薬等被害防止建設差止請求事件
（平成３年１０月受付、平成５年３月１日調
停打切）と下水道終末処理場建設に係る調
停申請事件（平成７年１１月受付、平成８年
８月調停打切）がある。（大分県公害審査
会委員 資料編２各種審議会委員等名簿参
照）

イ 公害苦情相談員
公害苦情は、地域住民に密着した問題で
あり、公害紛争の前段階ともいえるもので
あるから、その迅速かつ適切な処理は、住
民の生活環境を保全するためにも、また、
将来の公害紛争を未然に防止するうえでも
重要である。
このため、県及び市町村は、公害紛争処
理法に基づき公害苦情相談員制度を設け、
公害苦情の適切な処理を図っている。

環境保全のための共通的施策の推進

130 大分県環境白書



第８節 経済的措置の活用

１ 環境保全対策のための融資制度

� 大分県環境保全対策資金融資制度
近年、地球温暖化、オゾン層破壊、酸性雨

等地球規模の環境問題が議論されている中で、
事業者自らの産業公害防止施設及び環境保全
施設の設置が緊急の課題とされている。
このため本県では、昭和４６年に「大分県公
害防止施設整備資金」を創設し、中小企業者
の資金調達の円滑化や金利負担の軽減等を図
ってきたところであるが、平成７年４月１日
には、資金の名称を「大分県環境保全対策資
金」に改め、同年８月１日からは、融資対象
にフロン対策のための施設整備を追加した。

ア 大分県環境保全対策資金の概要
（平成１６年度）

�ア 融資対象者
県内において事業を営んでいる中小企

業者及び組合

�イ 対 象 費 用
融資要綱に定める公害防止又は環境保

全施設の設置又は事業所等の移転に必要
な設備資金並びに事業者負担金を納付す
るための費用

�ウ 融資限度額
１企業３，５００万円以内
（組合は７，０００万円以内）

�エ 融 資 期 間
１２年以内
（１年以内の据置後毎月均等償還）

�オ 利 率 等
融資利率 年２．１％、
保証料率 有担保：年０．９５％以内、

無担保：年１．０５％以内

�カ 申 込 窓 口
商工会議所・商工会・中小企業団体中
央会・指定金融機関
（指定金融機関）
大分銀行・豊和銀行・信用金庫・信用
組合・商工組合中央金庫大分支店

� その他の融資制度
産業公害防止及び環境保全のための融資制
度としては、県制度のほかに、政府系金融機
関及び各市単独の制度があり、その概要は表
６－８－１（２）のとおりである。

年度 １１ １２ １３ １４ １５
件数 １ ２ ０ ０ ２
金額 ３０，０００ ６５，０００ ０ ０ ７０，０００

融資実績 （単位：件、千円）
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資金又は

融資機関
貸付対象 貸付施設 限 度 利 率 期 間 申込窓口 備 考

環境対策資金

（中小企業金

融公庫）

�特定の産業公
害防止施設等

を設置するも

の

�排出基準適合
車等を取得す

るもの

ばい煙処理施設

・特定有害物処

理施設・汚水処

理施設・騒音防

止施設、トラッ

ク等

直貸

７億２千万円

（ただし、運転

資金２億５千万

円）

代理費

１億２千万円

年０．８％

～２．０％

（融資期間

等に応じて

異なる）

設備資金

１５年以内

（措置２年以内）

運転資金

７年以内

（措置２年以内）

中小企業金

融公庫又は

代理店

詳細は申

し込み窓

口へお問

い合わせ

下さい

環境対策貸付

（国民生活金

融公庫）

�特定の産業公
害防止施設等

を設置するも

の（従業員１００

人以下（商業、

サービス業は

５０人以下）の

個人又は会

社）

ばい煙処理施設

・特定有害物処

理施設・汚水処

理施設・騒音防

止施設等

７，２００万円

（ただし、運転資

金４，８００万円）

年０．６５

～１．９％

（資金使途、

融資期間等

に応じて異

なる）

設備１５年以内

（措置２年以内）

運転７年以内

（措置２年以内）

国民生活金

融公庫

同上

環境対策促進

融資（日本政

策投資銀行）

環境保全施設を

設置する企業

大気汚染、水質

汚濁、騒音・振

動・悪臭・リサ

イクル・産業廃

棄物施設等

対象工事費の

４０～５０％

融資期間、

事業内容等

に応じて異

なる

プロジェクト

の収益性、設

備の耐用年数

に応じて異な

る

日本政策投

資銀行大分

事務所

詳細は申

し込み窓

口へお問

い合わせ

下さい

大分市中小企

業環境保全資

金

市内居住１年以

上で同一事業を

一年以上経営し

ている中小企業

者

環境保全施設の

設置改善・移転

・土地の取得等

１，０００万円以内 年１．６％（金

利及び保証

料は全額補

給）

１０年以内

（措置１年以内）

取扱金融機

関

別府市中小企

業公害防止設

備改善資金

公害防止に係わ

る事業を要する

企業又は個人

公害防止設備の

改善等

６００万円以内 年１．８％

（信用保証

料は全額補

給）

７年以内

（措置６か月以内）

取扱金融機

関

中津市環境保

全施設設備資

金

市内で１年以上

事業を行ってい

る中小企業者

公害防止施設の

設置改善・移転

・土地の取得等

企業

１，０００万円以内

年２．０％

信用保証料

年１．３５％

６年以内

（措置６か月以内）

中津市

組合

２，０００万円以内

日田市公害防

止資金

市内で１年以上

同一の事業を行

っている中小企

業者

同上 準工業地域

２，０００万円以内

年２．０％

信用保証料

年平均１．２１％

（金利・保証

料に対して

３割以内の

補助）

８年以内

（措置１年以内）

日田市

その他

１，０００万円以内

６年以内

（措置１年以内）

表６－８－１（２） その他の融資制度（県制度資金以外の融資制度） （平成１６年１０月現在）
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